
  

  

 
 

応答スペクトルを用いた鉄筋コンクリート構造物の地震時応答変位の予測 

  ESTIMATION OF DISPLACEMENT RESPONSES FOR R/C BUILDINGS  
USING THE RESPONSE SPECTRUM 
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 This paper proposes a method to estimate the maximum displacement response of reinforced concrete buildings in an earthquake 
using the response spectrum. Nonlinear earthquake response calculations of 12,600 systems were carried out for 20 ground 
motions. The results were classified by using the dimensionless parameters based on properties of the system and the frequency 
characteristics of the ground motion, and plotted in the relation of the dimensionless parameters, strength ratio SR and  
displacement ratio DR. This relation was fitted by the hyperbolic curve for each plotted figure and the estimation equations (3) 
and (8) were proposed. This estimation showed satisfactory results in safety side. 
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１． 序 
 建築設計が性能を明示する設計法へと向かう中、耐震設計におい

ても性能の明示が求められるようになり、その簡易な尺度としての

応答変位が着目されている。また、既存建物の耐震性の評価も、耐

力だけでなく、変形能力を考慮した評価が求められるようになって

きた。著者等は、これまで応答変位に基づいた設計法をめざして検

討を重ねてきた 1)～6)。そのなかで、バイリニアーの復元力を持つ 1
質点系の弾塑性変位応答を用いて、応答変位一定則の成り立つ条件

について検討し、鉄筋コンクリート構造物の地震時水平変位につい

て報告した 1)。そこでは、スムーズ化した弾性応答スペクトルとバ

イリニアーモデルに理想化した系の初期周期と耐力を用いた無次

元化係数である周期比 TR、強度比 SR を用い、無次元化して表した

応答変位比DR との関係を以下のように与えた。 

① SR+TR≧1 ならば、弾塑性応答変位がスムーズ化した弾性応答ス

ペクトル値を超えないという、応答変位一定則が成り立ち、ま

た履歴モデルが応答値に与える影響は小さい 

② SR+TR＜1 ならば、DR は、SR に反比例して双曲線的に増大し、

また履歴モデルの差による影響（エネルギー吸収能力の大小）

が大きい 

この応答変位一定則の成り立つ条件は、実験的研究7)によっても成

立することが認められている。これらの研究と等価線形化法を組み

合わせて、応答変位より構造特性係数 Ds を算定する手法について

も報告した6)。 
鉄筋コンクリート構造の部材モデルとしては、部材のクラック点

と降伏点を折れ点としたトリリニアータイプのモデルがよく使われ

る。部材をこのようにモデル化すると、建物全体としては 
①どれかの部材にクラックが入って剛性低下をはじめる、 

②多くの部材にクラックが入って建物全体の剛性が低下する、 
③どこかの部材が降伏して、剛性低下が大きくなる、 
④崩壊メカニズムに達して剛性がほとんど0となる、 

というように剛性低下が生じる。建物全体を1質点系にする場合には、

剛性低下を始める点と、ほとんど耐力に達する点の2点で折れ曲がる

トリリニアーのモデルとすることが多い。限界耐力設計法8)において

は、これらのことを考慮し、また、剛性分布、耐力分布の不都合に

よる変形集中も考慮することを目的として、建物のフレームモデル

を用い、Pushover解析により、等価1質点系の水平力－変形関係を求

めている。そのためには、設計が終了し、断面が決まっていなけれ

ばモデルを求めることは不可能であり、設計の最終段階での検定作

業となる。設計の初期段階や、既存建物の応答変位推定においては、

構造部材の断面積等から簡単にモデルが設定できることが望ましい。 
 耐震診断においては、耐震診断指標9)を用いて復元力モデルを設定

し、地震応答解析により耐震安全性を検討している例10)11)が見られる。

また、フレームモデルを用いたPushover解析において、剛性評価モデ

ルと耐力評価モデルを作成し、その結果をつなぐことで実験結果と
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よく対応することが報告されている12)。弾性周期は躯体断面積やそ

の他の鉛直部材断面積などの数値を用いれば、比較的簡単に設定で

きると考えられ、建物高さによる略算式を用いてもおおむね実構造

物に対応すると考えられる。建物耐力については、志賀マップや耐

震診断指標を用いて設定可能と考えられ、耐震診断指標の考え方を

基にすれば、降伏点剛性も推定可能と考えられる。つまり、概算設

計時や、既存の建物の診断時において、おおよその部材の断面積や

階高、スパン等がわかれば、初期剛性と降伏耐力、降伏点剛性は大

まかに算定でき、ある程度のトリリニアーモデルを設定できると考

えられ、これを用いた応答変位の推定が可能になる。 
 
表1 解析パラメータ一覧 

荷重比FR クラック荷重Fc 
降伏荷重Fy 

0.2～0.8
(0.1) 7 種 

剛性比KR 降伏剛性Ky 
弾性剛性Ko 

0.2～0.6
(0.1) 5 種 

強度比 SR 降伏強度 
5％減衰弾性応答せん断力 

0.1～1
(0.1) 10 種

周期比 TR 

初期周期 To 
加速度・速度応答スペクトル 
一定領域の境界の周期 T1 

1/3、2/3、
1、2、3、
及び 5sec

6 種 

戻り剛性低下率β 
0～1 
(0.2) 

6 種 

様々な周波数特性をもつ地震動 － 20 種

変位応答比DR 
最大応答変位 

初期周期 To における平滑化した

5％減衰の変位応答スペクトル値
 

－ － 

（DR は解析のパラメータとしては用いないが定義を記載） 
 

Dmax 

Kr=Ky×(Dy／Dmax)β 

Kr Ky 

Ko 
Dc 

 
Dy 

変位 
図 1 トリリニアーモデル 

Fc 

Fy 

荷重

これまでに、1質点系に関する弾塑性応答解析は数多く行われ、既

往の研究1)においてもそのレビューを行っている。これらの中には、

バイリニアーモデルだけでなく、トリリニアーモデルを用いて検討

したものも数多くあり、変位応答の推定式を提案したものもある。

これらの検討は限定されたパラメータに対するものであったため、

既往の研究1)において広範なパラメータを用いた解析を行い応答変

位一定則の成り立つ条件について示した。そこでは、バイリニアー

モデルを使用しているため、鉄筋コンクリート構造に適用するには

工夫が必要であり、曲げ降伏型の建物については、弾性周期と降伏

点周期の平均的な周期として、バイリニアーモデルの初期周期を弾

性周期の 2 倍に設定することで、振動台実験の結果とよく適合す

ることを示している13)。これをより一般的に拡張するためには、ト

リリニアーモデルのパラメータ（第1折れ点耐力、降伏剛性低下率）

に対して検討する必要がある。 

本論では鉄筋コンクリート構造全般に適応するよう解析モデルの

パラメータを設定し、また入力地震動もいろいろの特性を持つもの

を用い、既往の研究1)に準じた無次元パラメータで整理することによ

り、バイリニアーモデルを用いて得られた結果を、トリリニアーモ

デルに拡張し、一般的な傾向を求めようとするものである。トリリ

ニアーモデルとしては武田モデル14)を用い、パラメトリック解析結

果を検討した。トリリニアーモデルを用いることで、既往の研究1)

に比べパラメータが倍増した。また、エネルギー吸収能力の影響を

検討するために、戻り剛性低下率もパラメータとした。主として次

の2点について着目し、得られた最大応答変位の解析値を検討し、弾

塑性変位応答と各パラメータのかかわりと応答推定法の評価を行う

ものとする。 

 

表2 用いた地震動記録と最大値 

 

地震動の最大値 特性周期

加速度 速度 変位 T1 No. 地震動名 

mm/sec2 mm/sec mm sec 
1 EL Centro NS 3417 335 109 0.57 
2 EL Centro EW 2101 369 198 0.77 
3 Taft NS 1527 157 67 0.53 
4 Taft EW 1760 177 92 0.51 
5 Tokyo 101 NS 740 76 44 0.70 
6 Sendai 501 NS 575 35 19 0.29 
7 Sendai 501 EW 475 38 21 0.40 
8 Hachinohe NS 2250 341 114 0.74 
9 Hachinohe EW 1829 358 133 0.93 
10 Tho30-1FL NS 2582 362 145 0.98 
11 Tho30-1FL EW 2026 276 91 0.54 
12 Castaic EW 3107 163 26 0.36 
13 Managua NS 3175 295 67 0.38 
14 Santa Barbara EW 1284 188 52 1.15 
15 ATS 2526 372 395 0.63 
16 YPT 3222 880 1484 1.77 
17 Kobe EW 6175 754 179 0.81 
18 Kobe NS 8182 904 199 0.83 
19 Chichi T129NS 6107 515 1521 0.48 
20 Chichi T129EW 9829 724 2704 0.39 

① 主として SR+TR＜1 の時の、エネルギー吸収能力の相違による

応答値の SR の減少に伴うDR の増大の傾向の検討 

② トリリニアーモデルを等価なバイリニアーモデルとして評価す

るための、等価周期の相違による等価弾性応答値の違いの検討 
 

２.一質点系応答解析 

解析に用いた復元力特性は図1に示したトリリニアー型の武田モ

デルである。パラメータとして表1に示したように、降伏点荷重と

クラック荷重の比、荷重比 FR を 0.2～0.8 まで 0.1 刻みで 7 種、弾

性剛性と降伏点剛性の比、剛性比 KR を 0.2～0.6 まで 0.1 刻みで 5
種、弾性応答せん断力に対する降伏点荷重の比、強度比 SR を 0.1～
1.0 まで 0.1 刻みで 10 種、地震動の特性を表す応答スペクトルの加

速度一定領域と速度一定領域の境界の周期に対する系の初期周期

の比、周期比 TR を 6 種、武田モデルの戻り剛性低下率βを 0～1.0
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まで 0.2 刻みで 6 種変化させた。戻り剛性率βが 1.0 のときは、降

伏後は原点指向モデルとなる。降伏後の剛性は弾性剛性の 0.001 倍

とした。この履歴モデルを用い、様々な周波特性を持つ地震動 20

種に対する一質点系弾塑性応答解析を計 252,000 種行った。用いた

地震動を表 2 に示す。No.1～14 は既往の研究 1)と同じで、No.15～
20 は断層近くの地震動として取り上げた。No.15、16 は、トルコの

Kocaeli Earthquake（1999）の記録でBogazici Univ. のweb サイトで

公開されていたもの
15)
、No.17、18 は、阪神淡路大震災（1997）で

神戸海洋気象台で記録されたもの、No.19、20 は、台湾の Chi-Chi 

Earthquake（1999）TCU129 での記録
16)
である。地震動の最大値は、

No.1～14 は既往の研究 1) の値、No.15～20 は大崎の加速度記録の基

線補正法
17)
によって求めた値である。 

図2 無次元量で表した各周期比における耐力－ 

応答変位関係と双曲線近似式 

(a) 　FR =0.5、KR＝0.5、β=0.4

(b) 　FR =0.2、KR＝0.2、β=0.8
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図3 強度比SR－応答変位比DR関係の対数グラフと直線近似例

一質点系の弾塑性応答解析結果から、得られた最大応答変位を表

1 で定義した変位応答比 DR として無次元化し、横軸に変位応答比

DR、縦軸に強度比 SR をとり、20 種の地震動に対する結果を 1 枚の

グラフにプロットした。ここで無次元化の規準とした弾性応答値は、

それぞれの地震動の 5％減衰での弾性応答スペクトル値を既往の研

究 1)の方法によってスムージング化した値を用いた。 

解析結果の例として図 2(a)に一般的な鉄筋コンクリート建物を想

定した FR=0.5、KR＝0.5、β=0.4 の TR 別グラフを、(b)に耐力に比

べ第 1 折点荷重が小さく、剛性低下率が大きく、かつエネルギー吸

収能力の少ないケースとして FR=0.2、KR＝0.2、β=0.8 の TR 別グ

ラフを示す。TR 毎の各グラフにおいて、SR によって DR が増大す

る傾向が地震動に種類によらずおおむね同様であるといえる。(a)の

場合、TR が 1 以上で、SR が 0.2 以上の場合には DR はおおむね 1
以下となっており、弾塑性応答変位が弾性応答変位以下となる広義

の応答変位一定則を満足している。TR が 1 以下の場合には、SR の

減少とともに双曲線的に DR が増大している。弾性剛性に比べ降伏

点剛性が小さく、かつエネルギー吸収能力の小さい(b)の場合は、全

般的に DR が 1 以上で SR の減少とともに双曲線的に DR が増大し、

TR が小さいほどその傾向が大きい。 
FR、KR、β、TR の組み合わせによる 1,260 種の SR‐DR 関係の

グラフをベースに、これらの因子が DR に与える影響と予測式を検

討する。 
 

３.応答推定式 

ここでは、推定式が煩雑にならないよう工学的判断を元に以下の

手順で解析結果の整理を行った。 

1) 各グラフの SR－DR 関係をDR＝1/SR1/xの双曲線で近似 
2) 双曲線の乗数 1/x とFR、KR、βの関係を回帰分析により算定 
3) 等価な弾性応答値を等価周期の応答値になるように補正 

3.1 双曲線近似 

1,260 のグラフそれぞれを DR＝1/SR1/xと仮定し、最小 2 乗法によ

り係数 x を算定する。まず、DR と SR の対数をとり、これを図3に

例示したようにプロットする。このプロットの直線近似を最小 2 乗

法で求めることにより係数 x を求める。この式は、(DR,SR)=(1,1)、
すなわち対数グラフでの原点を通るものとする。これは、SR=1 の弾

性応答時には、応答変位も弾性応答値と同じ（DR=1）であるべきと

考えたからである。実際の応答値は、規準となる弾性応答値をスム

ージング化した値としていること、および第 1 折点を越えた応答な

ので弾性ではなく、等価周期が伸びていることにより、(DR,SR)=(1,1)
の点とはなっていないものが多い。これについては 3.2 で補正する。

推定式は安全側の値とするため、最小 2 乗法近似では DR が 0.7 以

下となるものを除いて算定した。図3中に求めた近似直線とその傾

きの例を示した。 
算定した TR 別の係数 x と FR、KR、βの関係を図 4に示す。こ

こで、TR>1 の場合は、図2に示したようにDR がおおむね 1 以下と

なり、解析結果をDR＝1/SR1/xで近似したときに x は 2 以上で、図5

に示すようにグラフにほとんど差がなくなる。そのためここでは 

TR≦1 の場合のみを検討対象とした。同図中にはそれぞれのパラメ
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表 3 重回帰分析による係数 x と 

FR,KR,βとの関係（TR≦1.0）

 係数 標準誤差  

切片 -0.053 0.037  

FR 0.180 0.038  

KR 0.569 0.054  

β -0.199 0.022  

TR 2.190 0.028  
   

回帰統計  

重相関係数  R 0.954  

決定係数 R2 0.910  

標準誤差 0.192  

y = -0.249 x + 0.991
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図 5 係数 x と想定した近似曲線と

の関係 
図4 各周期比における係数 x と荷重比FR,剛性比KR,戻り剛性低下率βとの関係 

ータに対する最小 2 乗法による近似直線を入れた。FR に対しては

やや右上がり、KR に対してはおおむね一定で、TR =1 のときのみ右

下がり、βに対しては、TR が小さい時には、右下がりの傾向にあり、

TR が大きくなるとその傾きが小さくなっている。これを、重回帰分

析により回帰式を求めると表3のようになる。これより、係数 x は
次式により与えられる事になる。 

 

表 4 重回帰分析による係数 x とFR,KR,βとの関係（TR<1.0） 

 係数 標準誤差 t   回帰統計 

切片 0.036 0.026  1.384  重相関係数  R 0.972
FR 0.309 0.025  12.196  決定係数 R2 0.945
KR 0.084 0.036  2.351  標準誤差 0.104
β -0.342 0.015  -23.053   

TR 2.440 0.030  80.344   

 
 

R 2
 = 0.9096

R 2
 = 0.8652

0

1

2

3

0 1 2 3

回帰値

元
値

(1)式

(2)式

線形 ((1)式)

線形 ((2)式)

図6 係数 x の略回帰式の相関関係

 

TRKRFRx 190.2199.0569.0180.0053.0 +−++−= β  

                 ····································· (1) 
 

この(1)式で与えられる係数 x の算定式は実用上煩雑であり、工学的

にはもっと単純化された式が望ましい。前述のように TR≧1 のとき

は x は 2 以上であり、図5に示すように推定式の値はほとんど変わ

らない。そこで、TR＝1 のときの値を除いて回帰分析を行うと表 4

のようになる。このなかから、t 値の大きい TR とβを変数として採

用し、図4中に示したβに関する最小 2 乗法の結果を踏まえて、次

式のように単純化する。 
 

TRx )2.09.0(3 β−=  ····························································· (2) 
 

 (2)式で与えられる係数 x とβの関係を図 4 中に破線で示した。こ

の略回帰式と、元のデータとの相関関係を重回帰結果である(1)式の

値と共に図6に示す。決定係数R2は、0.91→0.87 と低下し、直線の

傾きも変化している。これは、略算式を設定するのに無視した TR=1
のときの値（x≧2）のばらつきの影響が大きい。この領域は、推定

式に大きな影響を与えないので、x≧2.5 のデータを無視して相関関

係を求めると、線形回帰式の傾きは 1.0、R2は 0.93 となる。(2)式に

より、実用上十分な精度で係数 x を算定できるといえる。 

　　

β）－（ TRSR

DR

0.20.93
1

1
= ········································ (3) 

 

この（3）式による変位応答推定式を図 2 中に示した。(a)のよう

な一般的な鉄筋コンクリート建物を想定した FR=0.5、KR＝0.5、β

=0.4 の場合には、(3)式で十分安全側の評価ができているといえる。

ところが、(b)のように耐力に比べ第 1 折点荷重が小さく、剛性低下

率が大きく、かつエネルギー吸収能力の少ないケースで、TR＜1 の

これより、DRの予測式として次式を得る。 
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図 7 応答解析結果補正例 （FR=0.2、KR＝0.2、β=0.4） 

(3)式 

場合には、（3）式による推定値は安全側の評価となっていない。こ

れは、トリリニアーモデルの初期周期である弾性周期が、系全体の

代表的な周期としては過小のためであり、等価なバイリニアシステ

ムを考えた等価周期的な考えの導入が必要となる。 
3.2 近似曲線の補正 

(3)式で安全側の評価にならないグラフについては、近似式を次式

のように補正する。 
 

　　

β）－（ TRSR

DR

0.20.93
1

　
α

= ·············································· (4) 

 

αの算定にはそれほどの厳密さを要求しないので、(3)式で安全側

の評価にならないグラフについて、図7に示したようにおおむね安

全側になるように右に移動することにより補正することとした(図
中の実線は最終的な補正式の値である)。この移動量をα倍として定

めた。求めたαについて、TR 別にFR、KR、βの関係を重回帰分析

で求めたものが表 5(a)である。βの係数は小さく、FR と KR の関

数であることがわかる。(b)は、これをFR+KR を変数として回帰解

析した結果であるが、係数はそれぞれの係数の平均値、R2はほぼ同

程度となっている。(c)はさらに KRFR + を変数として回帰解析

した結果である。TR=1/3、TR=2/3 で R2は 0.75 程度となって相関が

よくなっており、αは KRFR + により線形回帰できるといえる。 

表 5 TR 別のαに関する回帰分析結果 

(a)FR、KR、βとの関係  (b)FR+KR との関係   
  TR=1/3 TR=2/3 TR=1   TR=1/3 TR=2/3 TR=1
β 0.02  0.07  -0.01 FR+KR -0.71 -0.59 -0.10 
FR -0.65  -0.55  -0.10       
KR -0.84  -0.69  -0.10         

 R2 0.67  0.73  0.37  R2 0.66 0.71 0.37 
(c) KRFR + との関係 
  TR=1/3 TR=2/3 TR=1 TR=2 TR=3

RFR K+ -1.36  -1.12 -0.20 -0.30 -0.35 

 R2 0.73  0.75 0.44 0.39 0.44 
図8に縦軸に補正係数α、横軸に KRFR + をとり、TR 別に示す。

どの周期比 TR においても、 KRFR + が 1 以上だとαは 1、

KRFR + が 1 以下だとおおむね直線的な関係となっている。そこ

で、 KRFR + が 1 より大きいのものを無視してαと KRFR + の

線形回帰をとり、図中に示した。表5(c)で得られている傾きより大

きな値となっている。この傾きをγとし、γと TR の関係を図9(a)

に示す。TR が 1 以上だとγは一定値、1 以下だと TR と直線的な関

係となっている。またこの線形回帰直線の KRFR + =0 での切片ε

と TR の関係を図9(b)に示す。傾きγと同様に、TR が 1 以上だとε

は一定値、1 以下だと TR と直線的な関係となっている。 
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この補正係数αの傾きγと周期比 TR の関係をを図9(a)中に示す

ように次式で近似する。 
 

TR＜1  γ＝2.5－2TR 
TR≧1  γ＝0.5     ····················································· (5) 

 

また、補正係数αの切片εと周期比 TR の関係をを図9(b)中に示す

ように次式で近似する。 
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正
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傾
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補
正
係
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の
切
片
ε
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ε＝3.5－2TR

KRFR +  KRFR +

図 8 補正係数αの KRFR + に対する分布 
 

TR＜1  ε＝3.5－2TR 
TR≧1  ε＝1.5     ····················································· (6) 

 

(5),(6)式より補正係数αは KRFR + ＜1の場合、FR, KR, TR の関数

として次式で与えられる。 
 

TR＜1  α＝3.5－2TR－(2.5－2TR) KRFR +  
TR≧1  α＝1.5－0.5 KRFR +       ····················· (7) 

 

図7中の実線はこの(7)式によって求めたαを(4)式に代入して求めた

ものである。おおむね安全側の評価となっている。 
(a) 傾きγと周期比 TR の関係   (b)切片εと周期比 TR の関係 

図 9 補正係数αの KRFR + に対する傾きγ、切片εと周期比 TR の関係
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3.3 応答変位推定式 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 2 4 6 8 10
DR

S
R

TR=1/3
TR=2/3
TR=1

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 2 4 6 8 10
DR

TR=1/3
TR=2/3
TR=1

以上の検討により、トリリニアーの武田モデルによる応答変位の

推定式として、表1に示す各パラメータを用いて次式が得られた。 

KRFR + ≧1 

　　

β）－（ TRSR

DR

0.20.93
1

1
= 　················································· (3) 

KRFR + ＜1 (a) β=0.4        (b) β=0.8  

図 10 (3)式により求めた応答変位比 DR の例 
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(3),(8)式で与えられる予測式の具体的な値の例を図-10,11 に示す。

図10によれば、TR+SR>1 の場合には DR＜1.5(≒ 2 )である。多層

鉄筋コンクリート試験体の振動台実験結果をバイリニアーの復元

力を持つ等価 1 質点系に置換して検討した結果 13)では、エネルギー

的に等価なバイリニアー系とするため、初期周期を弾性剛性の 1/2

として評価すると、最大応答変形の傾向がバイリニアーの復元力を

持つモデルを用いて解析した結果と対応することが示されている。

この場合、応答変位は、初期周期が速度スペクトル一定領域にある

とすれば、弾性応答変位を 2 倍して評価していることになり、図

10 の結果とよい対応をすることになる。したがって、システムが

TR+SR≧1 で、かつFR+KR≧1ならば、応答変位一定則が成り立ち、

弾塑性応答値は弾性応答値（初期周期によるものの 2 倍）以下と

なるといえる。 

(a) FR+KR=0.4,β=0.4    (b) FR+KR=0.4,β=0.8  

図 11 (8)式により求めた応答変位比 DR の例 

3.4 応答変位推定式の評価 

 (3),(8)式で与えられる予測式と、実際の応答解析結果の比較を周

波特性の異なる 5 種の地震動の結果について図 12 に示す。ここで

は、β=1（原点指向モデル）は別マークで示した。また、(3),(8)式

で与えられる予測式の値が応答スペクトルの変位一定領域の値を

超える場合には、応答スペクトルの変位一定領域の値とした。これ

より、原点指向モデル以外では、(3),(8)式により応答値が安全側に

評価できることがわかる。 
ここで提示した推定式は安全側の評価となるよう設定している

ため図 12 に示すように、システムによっては推定値が 2 倍以上に

なっているものがある。1 つの理由としては、系の応答値が応答ス

ペクトルの谷間で納まっていることが考えられる。設計上は応答ス

ペクトルの谷間の値を用いることが適切とは考えられない。もう 1
つの理由として、DR<1 の値は、すべて DR=1 として推定している

ことがある。DR<1 の値は前記理由の他、塑性化に伴う減衰の増大

により応答値が減少したことによるものがあるが、人工的に付加し

たものでない減衰効果に過度に期待することは、設計上危険側の評

価となりかねないので、弾性応答値程度の変形を想定した設計とす

べきと考える。 

図12 推定値と解析による応答変位との比較 

 

４．結論 

本研究は、主として鉄筋コンクリート構造の変位応答を推定する

ことを目的にしてトリリニアーの武田モデルを用いたパラメトリッ

ク解析を行い、その結果を検討したものである。用いたパラメータ

は、降伏点荷重とクラック荷重の比、荷重比FR、弾性剛性と降伏点

剛性の比、剛性比KR、弾性応答せん断力に対する降伏点荷重の比、

強度比SR、地震動の特性を表す応答スペクトルの加速度一定領域と

速度一定領域の境界の周期に対する系の初期周期の比、周期比TR、
武田モデルの戻り剛性低下率βとし、様々な周波特性を持つ地震動

に対する弾塑性地震応答解析を行った。得られた最大応答変位の解

析値を検討し、弾塑性変位応答と各パラメータのかかわりと応答推

定法の評価を行なった。 

本論で得られた主な結論は以下のとおりである。 
1) トリリニアー型の武田モデルを用いた１質点系の弾塑性変位応答
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値を、無次元パラメータ、荷重比FR、剛性比KR、周期比TRと武

田モデルの戻り剛性低下率βで分類すると、無次元量の強度比SR
と、弾性応答変位に対する弾塑性応答変位の比(変位応答比DR)は、

地震動の種類によらず双曲線関係で表すことができる。 
2) 強度比SRと変位応答比DRを双曲線関係で示した時の乗数1/xは、

周期比TRと武田モデルの戻り剛性低下率βの関数となり、変位応

答比DRは、周期比TRが小さいほど、また戻り剛性低下率βが大き

いほど、強度比SRの減少に伴う増大率が大きくなる。 

3) 武田モデルにおける、荷重比FRと剛性比KRの合計が1より小さい

ときには、変位応答比DRは強度比SRの双曲線関係より大きくなり、

その量は KRFR + と TRの1次関数として与えられる。 
4) 1)～3)の結果を踏まえ、トリリニアー型の武田モデルを用いた１質

点系の弾塑性変位応答推定式として(3),(8)式を提案し、この式で

安全側に評価できることを示した。 
5) トリリニアー型の武田モデルを用いたシステムがTR+SR≧1で、か

つFR+KR≧1ならば、応答変位一定則が成り立ち、弾塑性応答値は

弾性応答値（初期周期によるものの 2 倍）以下となる。 
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